
分類 事業名 事業の概要 R２年度予算
（千円）

R２年度実績
※在宅医療（介護・福祉連携等を含む）・在宅ケア・

訪問看護関係部分
担当課

１提供体制の構築

〇在宅医療提供体制強化事業
・在宅医療グループ診療運営事業
・在宅医療体制支援事業
・在宅医療推進事業
・訪問診療用ポータブル機器等整
備事業

在宅医療を担う医師の養成並びに２４時間体制の構築、訪問診療用の機器整備及び訪問看護ステーションがない（少ない）地域への設置・運営支援などを通じ、地域における
在宅医療の提供体制を強化する。
○在宅医療グループ診療運営事業
 在宅医療を担う医師の養成等を行う医師（副主治医）を定め、他の医療機関の医師（主治医）及び在宅患者急変時の受け入れを担う医療機関を加えたグループに対し、副主治
医や調整者の人件費、代診、急変患者の受け入れに対する経費への支援を行い、在宅医療を担う医師の養成及び２４時間の在宅医療提供体制を構築する。
〇在宅医療体制支援事業
在宅医療を担う医療機関が少なくグループ制がとれない地域（在宅療養支援診療所等の合計が３以下の市町村）において、在宅医療を新たに、又は拡充して実施する際に要す
る際の調整者の人件費、代診、急変患者の受け入れに対する経費への支援を行い、２４時間の在宅医療提供体制を構築する。
○在宅医療推進事業
訪問看護ステーションがない（少ない）地域に自ら設置する場合の初度設備や運営経費等を支援し、設置の促進を図る。
○訪問診療用ポータブル機器等整備事業
訪問診療に使用する医療機器（エコー、心電計など）の購入経費を補助する。

137,540

在宅医療グループ診療運営事業　14グループ
在宅医療体制支援事業　1カ所
在宅医療推進事業　8箇所
訪問診療用ポータブル機器等整備事業　50箇所

地域医療課

１提供体制の構築
病床機能分化・連携促進基盤整備
事業費補助金

【施設整備】
〇病床機能を転換するために必要な病室や機能訓練室等の新築・増改築・改修（併せて建物内に訪問看護ステーション等を整備する等、在宅医療の機能強化に係る取組も対
象）への支援
〇病床をダウンサイズにより病室や診療室等へ転換するなど、病床の適正化のために必要な新築・増改築・改修（在支診や訪問看護ステーション等、在宅医療の推進に係る整
備も含む。）への支援
【設備整備】
〇病床機能転換に必要な医療機器等整備（回復期の確保と併せて行う在宅医療（在支病・在支診）を実施する病院は訪問診療等に使用する車両の整備も対象とする。）及び地
域に不足する外来医療機能を担う診療所の新規開業（事業継承）に際し必要な医療機器整備への支援
〇病床のダウンサイズにより必要な医療機器等整備（在宅医療（在支病・在宅支診）を実施する病院（診療所）は訪問診療等に使用する車両の整備も対象となる）への支援

764,790
病院内改修に伴い在宅医療に関連する部分も含め
補助
３箇所

地域医療課

１提供体制の構築 介護サービス提供基盤等整備事業

今後、急増する高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護サービ
ス提供体制の整備を促進するため、地域密着型サービス施設等の整備や介護施設の開設準備経費等に支援する。
○地域密着型サービス等整備助成事業
看護小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の施設整備に係る工事費等を補助する。
○介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
看護小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の開設や訪問看護ステーションの大規模化・サテライト事業所の設置の際に必要となる備品
購入費や職員募集経費等の開設準備経費を補助する。
〇介護施設等における感染症拡大の防止
介護施設等が新型コロナウイルスの感染拡大を防止するのに有効な簡易陰圧装置及び換気設備を設置するのに必要な経費を補助する。

3,376,877

 〇 住居となる施設整備
 　 　認知症ＧＨ:９箇所
 　 　地域密着型特別養護老人ホーム：２箇所

 〇 開設準備経費等支援
  　  認知症ＧＨ:13箇所
　    特別養護老人ホーム：15箇所
　    その他：14箇所

高齢者保健
福祉課

２関係者間の連携促進
３人材育成と資質向上
４情報提供・普及啓発

〇在宅医療提供体制強化事業
・多職種連携協議会運営事業
・北海道在宅医療推進支援セン
ター事業

○多職種連携協議会運営事業
　介護保険制度「地域支援事業」を行う市町村に対し、市町村間の情報共有と事業充実に向けた支援を行う。
・協議会の設置
　道立保健所を事務局とし、概ね第二次医療圏ごとに多職種連携協議会を設置し、連携上の課題抽出や対応策の検討、地域住民への普及啓発等の事業を行い、医療・介護など
の多職種が協働し、地域に応じた在宅医療の提供体制を構築する。
　
○北海道在宅医療推進支援センター
・在宅医療推進に向けた地域別支援
　地域ごとに、現状・課題を分析し地域の取組がより効果的なものとなるよう相談・助言等を行う。
・各種研修会の開催
　在宅医療の担い手拡大、「人生会議」の普及及び全道の多職種連携協議会を対象とした研修会を開催する。
・事例集の作成・普及
　道内外の地域の好事例を共有し、全道に波及されるよう実施する。

49,425

〇多職種連携協議会
　道内各圏域で協議会、課題に応じて研修会等を
実施
〇北海道在宅医療推進支援センター
　・在宅医療に係る医師向け研修　１回
　・同行研修　　　　　　　　　　３回
　・人生会議医療従事者向け研修　１回
　・人生会議住民向け研修　　　　２回
　・多職種連携協議会全道研修　　１回

地域医療課

２関係者間の連携促進
自立支援・重度化防止等市町村事
業費
（介護予防活動普及展開事業）

道内市町村で設置している地域ケア会議の運営等を支援するアドバイザーの養成と派遣、司会者のスキルアップ研修を実施。
地域の関係者及び会議への参加が想定される専門職に対し、自立支援に資する地域ケア会議の意義や効果について普及・啓発するためのセミナーを開催。

6,322

アドバイザー養成研修　0回
アドバイザー派遣　4市町村
司会者の養成研修　0回
地域ケア会議普及・啓発セミナー　0回

高齢者保健
福祉課

２関係者間の連携促進
患者情報共有ネットワーク構築事
業

限られた医療資源を有効に活用し、医療と介護の連携等、地域全体で患者を診る・支える体制を構築するため、ICTを活用して各機関同士で診療情報を共有し、また、災害時に
診療情報が喪失した際にもバックアップデータを活用して継続的な診療ができるよう、設備整備に支援する。

311,100
ネットワーク整備（既存ネットワークへの参加含
む）に係る補助
１市、５法人（10医療機関）

地域医療課

２関係者間の連携促進 遠隔医療促進事業

○設備整備事業
都市部の専門医が遠隔地の医師に対し、診断画像などを含め、対面で指導・助言を行うための遠隔TVカンファレンスシステム等の整備に支援する。
○遠隔相談事業
都市部の専門医が、遠隔地の医師に対して指導・助言を行った際の逸失利益相当経費について支援する。
○在宅患者遠隔支援事業
在宅患者を遠隔診療等するためにコミュニケーションツールなどの導入経費やコンサルタントなどの導入支援アドバイザーに係る費用について補助する。

29,638
〇遠隔相談事業１箇所
○在宅患者遠隔支援事業１箇所 地域医療課

２関係者間の連携促進 脳卒中等医療連携体制推進事業
がん、脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病について、各疾病において関係機関等の連携により、適切な医療サービスが提供されるよう、関係者による会議、事例検討会等の開
催、関係者向け研修会、一般住民向け講演会等を開催する。

1,760
保健医療福祉圏域連携推進会議在宅医療専門部会
8圏域　延べ11回開催

地域保健課

　　　【Ｒ２年度】北海道における在宅医療（介護・福祉連携等を含む）・在宅ケア・訪問看護関係施策一覧 資料3－3
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２関係者間の連携促進
地域包括支援センター機能充実事
業費

地域包括ケアシステムの深化・推進のため、地域包括支援センターの機能強化及び地域ケア会議の充実を図る必要があることから、センター職員の資質向上や地域ケア会議へ
の支援を行うことにより、センターの機能充実を図る。

28,008

〇センター職員研修 ： 受講者数 161名
〇介護予防ケアマネジメント従事者研修 ： 受講
者数 306名
〇センター意見交換会 ： 46回
〇在宅医療・介護連携コーディネーター育成研修
： １カ所×１回＝１回
〇地域介護予防・地域包括ケア事業支援チームに
よる支援 ： 16市町村

高齢者保健
福祉課

２関係者間の連携促進
３人材育成と資質向上

地域連携クリティカルパス活用事
業

発症から在宅療養までの切れ目のない医療サービスを受けることができるよう、脳卒中や急性心筋梗塞等の地域連携クリティカルパスの運用拡大に向け、医療機関同士等での
意見交換の実施、人材育成を行う。

8,637

在宅医療関係者（訪問看護師）を対象にした研修
会を開催（2回　WEB開催）

地域保健課

２関係者間の連携促進
３人材育成と資質向上

がん診療連携拠点病院等機能強化
事業費補助金

国が指定する「がん診療連携拠点病院」等が実施する、がん対策に関する事業（在宅関係では、在宅緩和ケアを提供できる診療所や訪問看護ステーションなどがん診療に携わ
る関係機関との連携促進及び研修機会の確保）に支援を行い、質の高いがん医療の提供体制・がん患者等に対する相談支援体制を整備する。

111,000
〇がん診療連携拠点病院　16カ所
〇地域がん診療病院　２カ所

地域保健課

２関係者間の連携促進
４情報提供・普及啓発

在宅歯科医療連携室整備事業
道民や在宅歯科医療を必要とする要介護者・家族等のニーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及び医科、介護等の他分野との連携体制の構築を図るため、医科や介護
等の他分野との連携を図るための窓口（在宅歯科医療連携室）の運営に対して助成する。

38,270
相談対応800件、うち地域の歯科医療機関による訪
問歯科診療327件

地域保健課

３人材の育成と資質向上
食・口腔機能改善専門職等養成事
業

多職種協働で自立支援と重度化防止に取り組むことができる専門職を養成するため、在宅及び医療機関勤務の歯科衛生士等に対し、地域ケア会議等において栄養の改善及び口
腔機能の向上に係る具体的な専門的助言をするための研修を実施する。

2,272 研修会３回開催　受講者125人 地域保健課

３人材の育成と資質向上
訪問薬剤管理指導実施体制整備促
進事業

薬剤師による在宅医療の推進を図るため、訪問薬剤管理指導の実施に必要な基本的な知識や、中心静脈高カロリー輸液の調整など専門知識及び介護保険制度などに関する研修
会等を開催し、薬局薬剤師の資質向上を図るとともに、在宅医療への参画を促すため、地域の医師や看護師、ケアマネージャーなどの他職種との連携体制を促進する。

5,813 在宅医療推進研修会　3回開催　324薬局参加 医務薬務課

３人材の育成と資質向上
看護職員出向応援事業費
（訪問看護ST出向支援事業）

医療介護の連携強化と退院支援・在宅療養支援の実践力の向上を図るため、医療機関の訪問看護師を同圏域の訪問看護ステーションへ概ね３ヶ月出向させる。 4,630
〇出向施設数２施設
〇出向者数３名

医務薬務課

３人材の育成と資質向上 看護職員出向応援事業
地域の看護師や助産師不足を一次的に解消するとともに、在宅医療需要の増加に伴う訪問看護人材の確保の必要性、医療機関看護師の退院支援力の強化に対応する人材育成を
図るため、看護職員確保と人材育成を総合的にコーディネートするシステムを構築する。

再掲　　4,630
〇出向施設数２施設
〇出向者数３名

医務薬務課

３人材の育成と資質向上 訪問看護連携強化事業
訪問看護従事者の人材育成体制の推進方策を検討するための協議会の開催、地域特性に応じた看護連携を強化するため知識・技術の向上を図るよう会議・研修会の開催等を行
う。

4,421
〇在宅看護講座　５回開催　参加者173人
〇地域看護職員研修　8回開催　参加者304人

医務薬務課

3人材の育成と資質向上 看護管理研修事業 地域包括ケアシステムの構築と在宅医療の推進に向け、看護管理者の指導力の強化を図るため、地域別及び課題別の研修会を実施する。 9,851 看護管理研修参加者数382名（延べ） 医務薬務課

３人材の育成と資質向上
ナースセンター事業
（訪問看護支援事業）

看護職員の確保・定着及び資質の向上を図るため、無料の職業紹介事業や訪問看護養成講習会などを実施する。 46,290 地域における看護職等の連携シンポジウム149名 医務薬務課

３人材の育成と資質向上 訪問看護師確保支援事業費 地域包括ケアシステムの実現に向け、在宅療養生活を支える中心的な役割を担う訪問看護師の確保や育成を図るとともに、訪問看護サービスの向上を目指す。 6,230

○人材確保検討協議会２回
○参加者　４０名 医務薬務課

３人材の育成と資質向上
介護予防・生活支援サービス等充
実支援事業

市町村が、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）における多様な介護予防・生活支援サービスを充実できるよう、生活支援コーディネーターの養成等により
自立支援・重度化防止に向けた新たなサービスの担い手や多様なサービスの創出に係る取組みを支援する。

7,077
基礎編：1箇所　121人
応用編：12箇所 231人 高齢者保健

福祉課

３人材の育成と資質向上
介護支援専門員等資質向上事業
（介護関係職員医療連携支援事
業）

医療的ケアが必要な高齢者の増加に対応するため、介護関係職員が医療に関する知識を深めるための研修等を実施することにより、介護関係職員や事業所全体のケアの質の向
上を図ると共に、医療関係者との連携を促進する。

20,541

研修参加事業所 ： 17事業所
受講者数 ： 1862人 高齢者保健

福祉課

３人材の育成と資質向上
かかりつけ医等認知症対応力向上
研修
（認知症対策等総合支援事業）

高齢者が日頃より受診する診療所等の主治医（かかりつけ医）や看護職員等に対し、適切な認知症診断の知識・技術や認知症の人本人とその家族を支える知識と方法を習得す
ることにより、各地域において、状況に応じた認知症の人への支援体制の構築を図る。
・かかりつけ医認知症対応力向上研修
・看護職員認知症対応力向上研修
・病院の医療従事者に対する認知症対応力向上研修

4,765

〇かかりつけ医
1回開催、修了者18名
看護職員
〇1回開催、修了者70名
病院の医療従事者
1回開催、修了者84名

高齢者保健
福祉課

３人材の育成と資質向上
歯科医療従事者認知症対応力向上
研修事業

在宅歯科医療を実施する歯科医療機関を増加させ、認知症等の要介護高齢者への適切な歯科医療提供体制を構築するため、歯科医療従事者に対し認知症に関する研修を実施す
る。

3,007 研修会３回開催　受講者49人 地域保健課

３人材の育成と資質向上 薬剤師認知症対応力向上研修
認知症の疑いのある人に早期に気付き、かかりつけ医等と連携して対応するとともに、その後も認知症の人の状況に応じた薬学的管理を適切に行うことにより、認知症の人へ
の支援体制を構築するため、薬剤師に対する認知症に関する研修を実施する。

5,796 薬剤師認知症対応力向上研修会　１回開催　357人修了 医務薬務課

３人材の育成と資質向上 医療用麻薬適正使用指導講習事業 緩和ケアにかかわる医師・薬剤師等を対象とした、がん疼痛緩和と医療用麻薬の適正使用に関する研修会などに講師を派遣。 0 新型コロナウイルス感染症感染拡大を鑑み中止 医務薬務課

３人材の育成と資質向上
地域リハビリテーション指導者養
成等事業

市町村・地域包括支援センター等関係者と、リハビリテーション専門職等の連携強化のための研修等を行う。
地域ケア会議等で指導者として具体的なアドバイスを行う人材育成のため、介護保険施設や医療機関勤務のリハビリテーション専門職の研修等を行う。
元気な高齢者が自主グループを立上げ、運営できるように支援を行う人材育成のための研修と市町村の課題に応じた現地支援を行う。

14,557

地域リハビリテーション連携強化研修会
9回開催
地域リハビリテーション指導者養成研修
5回開催
現地支援市町村数　0市町村

高齢者保健
福祉課


